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第 12回公募の採択結果が発表！

事業再構築補助金は、ウィズコロナ・ポストコロナ時代の経済環境の変化に対応するために、中小企業等の新分
野展開、業態転換、業種転換等の思い切った「事業再構築」の挑戦を支援する補助金です。このたび事業再構
築補助金第 12 回公募の採択結果が発表されました。

事業再構築補助金

事業再構築補助金とは？

第12回公募では・・・
今なおコロナの影響を受ける
事業者への支援及びポストコ
ロナに対応した事業再構築を
これから行う事業者への支援
に重点化しました。

第12回公募の採択結果

補助金の採択後から補助金受領までの流れ

第12回公募交付申請締切日

事業再構築補助金は採択されたあとの手続きが重要です。
次回公募があった際やその他補助金活用においてもぜひ採択後の手続きは
しっかり押さえておきましょう。

第12回では7,664件の応募があり、
審査の結果2,031件が採択されました。

採択結果ポイント！
①採択率26.5%と厳しい結果
②東京都、大阪府、愛知県が多い
③製造業が最も多い

採択から補助金を受け取るまでには、交付申請や実績
報告といった手続きや報告義務が残されています。

採択結果の確認 交付申請 交付決定通知書
の受領 補助事業の開始 実績報告書

の提出

確定検査を
受ける

精算払請求書
の提出 補助金の受領 5年間は事業化状況報告が必要

補助対象経費の例
建物費、一時的な賃借
料、 機械装置システム構
築費、 研修費、広告宣伝
費、販売促進費　など
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補助金申請、資金調達、事業承継・Ｍ＆Ａ、事業計画策定
会計事務所で解決できます。まずはお気軽にご相談ください。
会計事務所が提供するサービスは税務会計だけではありません。
2024 年 6月現在、全国で 26,000 件以上の会計事務所が「認定支援機関」として各地域の経済産業局より認定されており、
積極的に中小企業の経営を支援しています。
経営に関する困りごとがあれば、まずは顧問の会計事務所へ相談してみましょう。



経営革新等支援機関がサポートします

主な支援内容

中小企業・小規模事業者等は、業種の特性を踏まえ
つつ、顧客データの分析を通じた商品・サービスの
見直し、IT を活用した財務管理の高度化、人材育成、
設備投資等により経営力を向上して実施する事業
計画（「経営力向上計画」）について、国の認定を得ること
ができます。

「経営力向上計画」
策定支援

「経営改善計画」
策定支援・モニタリング支援
金融機関からの融資を受ける際や、借入金の返済条
件変更（リスケ）を金融機関に申し出る際には「経営改
善計画書」の提出が必要になることがあります。経
営革新等支援機関では計画書の作成支援から、作成
後のモニタリングまで支援することができます。

国が公募する補助金の中には、経営革新等支援機関
の支援がなければ補助金申請ができないものがあ
ります。例えば、「事業承継・引継ぎ補助金」は、経営
革新等支援機関の確認書がなければ補助金申請す
ることができません。

補助金申請支援 資金調達に関する支援
経営革新等支援機関の指導・助言を受けながら事業
計画や経営計画を作成することで、低利融資を受け
られる可能性があります。例えば、日本政策金融公
庫では特別利率（低利率）で貸付をおこなう「中小企業
経営力強化資金」などの制度があります。また、認定
支援機関の支援を受けながら経営改善に取り組む
場合に、信用保証協会が保証料を減免する制度「経
営力強化保証制度」などもあります。

※融資を確約するものではありません
低利融資　が受けられます

優遇税制　が活用できます 事業の立て直し　に向けた
計画策定に補助金がでます

設備投資　を後押しできます
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F＋prus （エフプラス） は、 経営革新等支援機関推進協議会が会計事務所向けに提供しているシステムです。

本システムを導入している会計事務所では、 資金繰り ・ 決算分析 ・ 中期計画など 財務 に関するスムーズな支援が可能です。

中小企業の

持続的な経営を

財務からサポート

金融機関目線での財務格付けの判定

金融機関が求める事業計画書を作成

返済金額の最適化に向けたシミュレー
ションに対応

資金繰り資金繰り 決算分析決算分析 中期計画中期計画

特徴① 23 の会計ソフトに対応
主要な会計ソフトに対応しています。

特徴② データ処理速度が速い
会計ソフトのデータ取り込み速度は、1 秒で対応しています。
※安定した回線速度の場合

特徴③ 協議会会員へ無料提供
経営革新等支援機関推進協議会の会員である会計事務所は

F+prus を無料で利用できます。
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